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山間部の小規模な取水施設に係る取水量管理の簡素化について 
 
 水力発電はクリーンかつ再生可能なエネルギーであり、その活用が期待されている。 
 このような状況の中、「規制改革実施計画」（平成２５年６月１４日閣議決定）において、

別添のとおり、「山間部の小規模な取水施設に係る取水量管理の簡素化」について、「取水

量のきめ細かい管理が困難な山間部の小規模取水施設等について、ワーキンググループに

て取水を再開できるとされた施設以外の取水施設に関して、再開を可能とする要件を整理

し、検討結果を周知する。」と決定されている。 
 水利使用においては、水利使用者は、許可取水量を超える流量を取水しないことが原則

である。しかしながら、山間部の小規模な取水施設では、河川流量の増減に応じた適切な

取水量管理を行うことができないことから、取水を休止している場合がある。 
このため、平成２３年６月より、既設の小規模な取水施設で、取水口から許可取水量を

超える流量を取水した場合に、一定の条件の下、超過分の取水量を河川に還元できる設備

（以下「河川還元設備」という。）を、取水した河川（以下「小規模取水河川」という。）

に設置することで超過取水として扱わず、取水を再開できることとしてきたところである。 
 今般、国土交通省と電気事業連合会により構成される「水力エネルギー有効利用対策検

討ワーキンググループ」において、これまで取水を再開できた施設以外の取水施設の今後

の取扱いについて、再開を可能とする要件を下記のとおり整理したので、通知する。 



今後、下記の内容を河川事務所等の水利担当者に対して周知徹底し、山間部の小規模な

取水施設に係る水利使用における取水量管理の簡素化を図られたい。 
 

記 
 
複数の河川から取水している既設発電所において、小規模な取水施設で取水を再開する

にあたり、地形上の制約等から河川還元設備を小規模取水河川に設置することが困難な場

合、当該発電のために取水している同一水系の他の河川（以下「同一水系の他の取水河川」

という。）の取水施設が、河川流量の増減に応じた適切な取水量管理を行うことができるも

のであり、かつ、小規模取水河川での超過分の取水量を、河川還元設備により確実に同一

水系の他の取水河川へ還元することができるものであれば、小規模な取水施設での取水を、

超過取水として扱わないこととする。 
なお、取水を再開する場合における小規模な取水施設の取水口の開度は、取水した地点

から許可取水量を超える流量を取水することにより生じる減水区間が解消される地点まで

の距離等を踏まえて決定するものとする。 
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山間部の小規模な取水施設に係る取水量管理の簡素化について 
 
 水力発電はクリーンかつ再生可能なエネルギーであり、その活用が期待されている。 
 このような状況の中、「規制改革実施計画」（平成２５年６月１４日閣議決定）において、

別添のとおり、「山間部の小規模な取水施設に係る取水量管理の簡素化」について、「取水

量のきめ細かい管理が困難な山間部の小規模取水施設等について、ワーキンググループに

て取水を再開できるとされた施設以外の取水施設に関して、再開を可能とする要件を整理

し、検討結果を周知する。」と決定されている。 
 水利使用においては、水利使用者は、許可取水量を超える流量を取水しないことが原則

である。しかしながら、山間部の小規模な取水施設では、河川流量の増減に応じた適切な

取水量管理を行うことができないことから、取水を休止している場合がある。 
このため、平成２３年６月より、既設の小規模な取水施設で、取水口から許可取水量を

超える流量を取水した場合に、一定の条件の下、超過分の取水量を河川に還元できる設備

（以下「河川還元設備」という。）を、取水した河川（以下「小規模取水河川」という。）

に設置することで超過取水として扱わず、取水を再開できることとしてきたところである。 
 今般、国土交通省と電気事業連合会により構成される「水力エネルギー有効利用対策検

討ワーキンググループ」において、これまで取水を再開できた施設以外の取水施設の今後

の取扱いについて、再開を可能とする要件を下記のとおり整理したので、通知する。 
 



今後、下記内容を貴地方公共団体の水利担当者に対して周知徹底し、山間部の小規模な

取水施設に係る水利使用における取水量管理の簡素化を図るようお願いする。 
 

記 
 
複数の河川から取水している既設発電所において、小規模な取水施設で取水を再開する

にあたり、地形上の制約等から河川還元設備を小規模取水河川に設置することが困難な場

合、当該発電のために取水している同一水系の他の河川（以下「同一水系の他の取水河川」

という。）の取水施設が、河川流量の増減に応じた適切な取水量管理を行うことができるも

のであり、かつ、小規模取水河川での超過分の取水量を、河川還元設備により確実に同一

水系の他の取水河川へ還元することができるものであれば、小規模な取水施設での取水を、

超過取水として扱わないこととする。 
なお、取水を再開する場合における小規模な取水施設の取水口の開度は、取水した地点

から許可取水量を超える流量を取水することにより生じる減水区間が解消される地点まで

の距離等を踏まえて決定するものとする。 
 




